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１．現状と課題
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農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

〇 ⾷品流通の構造（平成27年度産業連関表等試算（市場経由率は令和元年度数値））

出典︔農林⽔産省「平成27年農林漁業及び関連産業を中⼼とした産業連関表」等を基に試算。
複数の統計、調査等を組み合わせて作成しているため、⾦額等が整合しない点がある

※産業連関表には直売所も「⾷品⼩売業等」に含まれるため、直売所は点線としている。 
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○卸売市場を介さない「直接取引」が拡⼤。「加⼯」「外⾷」での付加価値が増⼤。
○消費者に届くまでの⾷料システム全体の持続性の確保が課題。
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〇 物流施策⼤綱（2021年度~2025年度）概要

新型コロナの感染拡⼤

技術⾰新の進展
（Society 5.0）

SDGs対応への
社会的気運

⽣産年齢⼈⼝減・
ドライバー不⾜

（2024年問題等）

災害の激甚化・
頻発化

EC市場の
急成⻑

新しい⽣活様式
（⾮接触・⾮対⾯型物流）

物流の社会的価値の再認識
（エッセンシャルワーカー）

①物流DXや物流標準化の推進によるサプライチェーン全体の徹底した最適化
（簡素で滑らかな物流）

②労働⼒不⾜対策と物流構造改⾰の推進
（担い⼿にやさしい物流）

③強靭で持続可能な物流ネットワークの構築
（強くてしなやかな物流）

これまで進捗してこなかった、
物流のデジタル化や構造改⾰を加速度的に促進させる好機

新型コロナ流⾏による社会の劇的な変化もあいまって、我が国の物流が直⾯する課題は先鋭化・鮮明化

（１）物流デジタル化の強力な推進

（２）労働力不足や非接触・非対面型の物流に資する自動化・機械化の

取組の推進

（３）物流標準化の取組の加速

（４）物流・商流データ基盤等

（５）高度物流人材の育成・確保

（１）感染症や大規模災害等有事においても機能する、強靱で持続可能な物流ネットワークの構築

（２）我が国産業の国際競争力や持続可能な成長に資する物流ネットワークの構築

（３）地球環境の持続可能性を確保するための物流ネットワークの構築（カーボンニュートラルの実現等）

（１）トラックドライバーの時間外労働の上限規制を遵守するために

必要な労働環境の整備

（２）内航海運の安定的輸送の確保に向けた取組の推進

（３）労働生産性の改善に向けた革新的な取組の推進

（４）農林水産物・食品等の流通合理化

（５）過疎地域におけるラストワンマイル配送の持続可能性の確保

（６）新たな労働力の確保に向けた対策

（７）物流に関する広報の強化

出典︔「総合物流施策⼤綱（2021年度~2025年度）概要」
（強調は農林⽔産省⼤⾂官房新事業・⾷品産業部⾷品流通課による）
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○ 農産物・⾷品流通は、トラックによる輸送が97％。
○ 特に、⽣鮮⾷品の輸送では、次のような特徴。

① ⼿積み、⼿降ろし等の⼿荷役作業が多い。
② 出荷量が直前まで決まらないこと、市場や物流センターでの

荷降ろし時間が集中することにより、待ち時間が⻑い。
③ 品質管理が厳しいこと、ロットが直前まで決まらない

こと等により、運⾏管理が難しい。
④ 産地が消費地から遠く、⻑距離輸送が多い。
→ 輸送費の引上げだけでなく、取扱いを敬遠される事例が出てきている。

出典︓国⼟交通省「トラック輸送状況の実態調査（R２）」

【各地から東京までの距離とトラック輸送時間】

（点線︓北海道からのトラック輸送形態
（トラック→フェリー→トラック））

【⾷品流通のモード別輸送形態】

531,817千トン（96.8%）
12,985千トン（ 2.4%）
4,430千トン（ 0.8%）
0.23千トン（ 0.0%）

○ 農産物・⾷品流通の現状

○ 物流の中でも、農産物・⾷品流通は物流事業者の負担が多い物品。

【輸送品類別 拘束時間の内訳】

出典︓農林⽔産省調べ

⾃動⾞
海運
鉄道
航空

出典︓国⼟交通省「貨物地域流動調査・旅客地域流動調査（2021年度）」
「航空貨物動態調査（2022年度）」

JR貨物「2021（令和３）年度 輸送実績速報」
※各種統における農⽔産品及び⾷料⼯業品の合値を基に農林⽔産省にて

推したものであり、実数とは異なる場合がある。
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〇 物流における標準化

記載項⽬等を標準伝票に統⼀伝票種類、記載項⽬がバラバラ
検品・事務作業の効率化

様々な種類の伝票
統⼀伝票

ソフト⾯（データ・システム仕様）、ハード⾯（パレット等の資機材）における標準化項⽬・事例

出荷基地 納品基地

データ連携なし

出荷基地 納品基地

納品データ事前連絡

○ 物流事業者と着荷主の間などで商品データが標準化された仕様で共有され
ていないことから納品時の賞味期限確認等の検品において⾮効率

検品・荷卸し作業の効率化

データの連携

○ 様々なパレットサイズにより、積替え作業の発⽣や積載効率が低下するなど⾮効率

パレットの標準化

荷役作業の効率化、トラックへの積載効率の向上
積み替え作業の発⽣

標準化されたパレットサイズ

⼀貫パレチゼーションの実現

出荷基地 納品基地

○ 荷主等の事業者ごとに伝票がバラバラであり、記載項⽬も異なるため、荷
積み、荷卸し時において⾮効率

○ 様々な商品サイズ・形状により、パレット等への積載効率が低下するなど⾮効率

様々なサイズ 標準化されたサイズ

荷役作業の効率化、積載効率、保管効率の向上

伝票の標準化 外装の標準化

受け渡しデータの標準化

様々なパレットサイズ

施策の背景・経緯
〇 少⼦⾼齢化をはじめ、社会構造が変化していく中にあって、我が国の競争⼒を強化し持続的な成⻑を図るためには、経済活動と国⺠⽣活を⽀える社会イ

ンフラたる物流の⽣産性向上と、その機能の発揮が必要不可⽋。特に、物流の効率化に向けた荷主・物流事業者等の関係者の連携・協働を円滑化するた
めの環境整備として、共同化・⾃動化・データ化等の前提となるソフト⾯及びハード⾯の標準化が必要。

〇 上記の問題意識から、令和元年度、物流効率化に向け意欲的な取組が進められ改善の幅が顕著である加⼯⾷品分野における物流標準化について議
論を進め、アクションプランをとりまとめたところ（令和２年３⽉）。

〇 この加⼯⾷品分野におけるアクションプランの実現に向けて、官⺠ともに取り組むとともに、進捗をフォローアップし、他分野への情報共有や横展開を図るため、
フォローアップ会を実施したところ（令和３年６⽉）。

〇 また、産学官連携の下、⻑期的視点で物流標準化の課題や推進⽅策を議論・検討するため「官⺠物流標準化懇談会」を設置・開催（令和３年６
⽉）。

今後の予定
〇 引き続き加⼯⾷品及びそれ以外の各分野における課題を整理し、業種分野ごとの標準化の取組を推進していくとともに、サプライチェーン上の様々な事業

者の参画を得つつ、官⺠協働して、業界及び業種横断的な物流標準化に向けた検討を進める。

出典︔「総合物流施策⼤綱（2021年度~2025年度）に関する報告会」資料より抜粋 7
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○物流の現状︓トラックドライバーの働き⽅を巡る状況
 物流分野における労働⼒不⾜が近年顕在化しており、トラックドライバーが不⾜していると感じて

いる企業は増加傾向。
 年齢構成は全産業平均より若年層と⾼齢層の割合が低く、中年層の割合が⾼いほか、労働

時間も全産業平均より約2割⻑い。
⼈⼿不⾜ 年齢構成

労働時間

＜常⽤労働者の過不⾜状況＞

運輸業・郵便業

＜トラックドライバーが不⾜して
いると感じている企業の割合＞

（出典）全日本トラック協会「トラック運送業界の景況感」
※各年の第2四半期（7月～９月）の数値を掲載

○2028年度の営業⽤トラック輸送量と営業トラック分担率の予測値か
ら、ドライバー需要量を予測→2028年度︓約117.5万⼈

○将来⼈⼝予測からドライバーの供給量を予測→2028年度︓約
89.6万⼈

○上記を踏まえると、2028年度には約27.8万⼈のドライバー不⾜が
予測される。

※参考URL
https://rfa.or.jp/wp/pdf/guide/activity/30report.pdf

(参考) 鉄道貨物協会H30報告書におけるトラックドライバー需給予測

約2割

調査産業計

（出典）厚生労働省「労働力経済動向調査」
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（出典）総務省「労働力調査」

（出典）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 8



○物流の現状︓トラック輸送の担い⼿数の推移

 我が国の⽣産年齢⼈⼝は中⻑期的に減少傾向にあり、65歳以上の⼈⼝が増加していく。
 トラックドライバーについては、労働環境（労働時間、業務負荷等）から⼈材確保が容易ではな

く、全産業に⽐して、平均年齢が3〜6歳程度⾼い。
 また、道路貨物運送業は65歳以上の就業者の割合も少ない業種となっており、対策を講じなけ

れば、担い⼿の減少が急速に進んでいくおそれがある。

道路貨物運送業の運転従事者数の推移

（出典）⽇本ロジスティクスシステム協会（JILS）「ロジスティクスコンセプト2030」 2020年2⽉

トラックドライバーの平均年齢の推移

20年間で
21.3万⼈減少

15年間で
24.8万⼈減少
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○物流の現状︓直近の物流の変化①

2.43
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0.5

1

1.5

2

2.5

3

⼩⼝多頻度化の動き

平成２年度 平成22年度 平成27年度

貨物１件あたりの
貨物量 2.43トン/件 0.95トン/件

＜0.39倍＞ 0.98トン/件

物流件数の推移
（３⽇間調査）

13,656千件 24,616千件
＜1.80倍＞ 22,608千件

13,656 
15,290 

15,964 

20,039 
24,616 

22,608 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

貨物⼀件あたりの
貨物量の推移 物流件数の推移

（出典）国⼟交通省「全国貨物純流動調査（物流センサス）」

 貨物１件あたりの貨物量が直近の20年で半減する⼀⽅、物流件数はほぼ倍増しており、物流の⼩
⼝多頻度化が急速に進⾏している。

 2010年以降、積載率は40％以下の低い⽔準で推移している。

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

（注）
1 「⾃動⾞輸送統計年報（国⼟交通省総合政策局情報政策本部）」より作成。
2  積載効率＝輸送トンキロ／能⼒トンキロ
3 2020年分調査から調査⽅法及び集計⽅法を⼀部変更したため、変更前後の統計

数値の公表値とは、時系列上の連続性が担保されない。

貨物⾃動⾞の積載率の推移
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○物流の現状︓直近の物流の変化②
 道路貨物輸送のサービス価格は、2010年代後半にバブル期の⽔準を超え、過去最⾼（物流コ

ストインフレ）。 特に、宅配便の価格の急騰が顕著。上下の振れ幅の⼤きな海上貨物輸送（外
航海運の影響が⼤きい）に⽐して、短期的な価格変化ののち、固定化していく傾向。

 荷主企業から⾒た売上⾼物流コスト⽐率は上昇傾向にあり、JILSの物流コスト調査では、2021
年度は5.7%と過去20年の同調査で最⼤となった。

（出典）⽇本銀⾏「企業向けサービス価格指数（2015年基準）」より経済産業省作成

道路貨物輸送・海上貨物輸送の
サービス価格指数の推移

海上貨物輸送

宅配便

道路貨物輸送

平成７年度 平成２７年度 令和3年度

売上⾼物流コスト⽐率
（全業種）（※１）

6.13% 4.63%
＜0.76倍＞

5.70%

名⽬国内総⽣産
（GDP）（※２）

516.7兆円 532.1兆円
＜1.03倍＞

541.8兆円

売上⾼物流コスト⽐率の推移（全産業） （※１）

※１ （出典）ＪＩＬＳ「物流コスト調査報告書」
※２ （出典）内閣府「国民経済計算（GDP統計）」
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